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本仕様書は、高松市が行う「令和８年度地域公共交通 TKMT プロジェクト運営業務委託」（以下

「本業務」という。）に適用するものとする。 

 

（業務目的） 

第１条 高松市では、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考えの下、鉄道を基軸としたバ

ス路線の再編や IC カードを活用したソフト施策により、持続可能な公共交通ネットワーク

の再構築に取り組んできた。一方で、持続可能なまちづくりに必要不可欠な運行サービスの

維持・確保に向け、地域公共交通の利用者を増やす取組として、公共交通を利用したくなる

仕掛けづくりに取り組む必要がある中、交通事業者においては、運行サービスを維持するた

め、減便や駅の無人化・駅窓口営業時間の短縮などの対応が余儀なくされており、サービス

水準の向上に繋がる取り組みを実施することが困難な状況となっている。 

今後、持続可能な運行サービスを維持するため、交通事業者の支え方を含め、地域公共交

通の在り方を再構築することが重要であり、各交通事業者の抱える課題を共有し、交通産業

全体の課題として、既存の事業領域を超えて連携・協力し、支えあえる産業構造に変革して

いくことが必要である。これに向け、本市では、将来、「移動データを連携・分析できる仕

組みを構築」し、「経営の効率化も含め、既存の事業領域を超えた連携」を進めながら、「他

分野とも連携できる基盤として適切な移動サービスが提供できる体制を構築」し、プラット

フォームが新たな複合サービスとして提供することを目指している。 

本業務においては、誰もが、公共交通を利用したくなる仕掛けづくりとして、公共交通、

イベント、目的地を掛け合わせたデジタルチケットを提供する実証事業を実施し、得られた

データから、利用者の行動変容や新たな複合サービスの提供に向けた調査・分析を行うもの

とする。 

（業務期間） 

第２条 本業務の履行期間は、契約締結の日から令和９年２月１９日までとする。 

（業務対象区域） 

第３条 本業務の対象区域は、高松市内全域とする。 

（業務概要） 

第４条 本業務の概要は、次のとおりとする。 

（１）計画準備 

（２）実証事業の企画検討 

（３）実証事業の広告・告知 

（４）実証事業の実施・データ分析 

（５）新たな複合サービスの提供に向けた基礎調査及び課題整理 

（６）打合せ協議 

（７）報告書取りまとめ 

（業務内容） 

第５条 本業務の内容は、次のとおりとする。 

 （１）計画準備 

  本調査の実施に当たり、調査計画を立案し、資料収集を行う。また、本調査の目的を把

握するとともに、調査内容を確認し、調査概要・実施方針等を内容とする調査計画書を作
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成する。 

（２）実証事業の企画検討 

   利用者の動向調査及び決済、広報のシェアにおける効果検証を目的とした実証事業の実

施に向け、令和８年８月から同年１１月（予定）の期間において７回程度、サンポート周

辺で実施されるイベントに合わせて、地域公共交通や商店街等の目的地が連携したデジタ

ルチケットの販売を内容とする企画検討を行う（デジタルチケットの販売は RYDE PASSに

て行うこととする）。 

＜デジタルチケットで得られるデータイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

（３）実証事業の広告・告知 

   実証事業の実施に向け、広告・告知を行う。各公共交通事業者・連携イベント・目的地

において、同一の内容とし、車内広告や商店街などにポスターやチラシを設置し、連携イ

ベント会場にてノベルティの配布を想定している（ポスター・チラシ・ノベルティ等のデ

ザイン及び作成費、各連携事業者の広告設置費は本業務に含む）。ただし、広告設置費用は、

7,000,000円（税込）以下とすることとする。 

（４）実証事業の実施・データ分析 

   （２）で企画した実証事業を実施するとともに、実証事業から得られるデータ（「交通系

ICカード（IruCa）」「香川 Taxi」「RYDE PASS」からの取得データ（利用履歴、行動履歴））

の分析を行う。 

データ分析により、デジタルチケットの収益分配割合を算出するとともに、様々な交通

モード間のシームレスな利用を支える決済システムの構築に向け、その機能や在り方につ

いての検討を行う。 

また、イベント内容等に応じ、地域公共交通を利用したくなるチケット販売価格を設定

し、利用者の行動変容（他の目的地への移動、消費活動）の状況も調査・分析することに

より、新たな複合サービスの創出に向けた検討を行う。 

（５）新たな複合サービスの提供に向けた基礎調査及び課題整理 

将来目指している、プラットフォームによる新たな複合サービスの提供に向け、交通事

業者の経営環境、財務・人材等の経営資源の状況把握及び地域公共交通の輸送状況（運行

本数、路線別収支、輸送密度等）の整理や人口動態等の基礎調査を行い、課題の整理を実

施する。販売共同で取り組むことによる経営の効率化が見込まれる事業及び運転手不足の

解消に資する取組を検討し、共有すべき地域公共交通の在り方（将来ビジョン）を設定す

る。プラットフォームと各交通事業者との役割分担及びリスクを整理した上で、プラット

フォームに求められるガバナンス機能、組織構造の検討を行う。 

（６）打合せ協議 
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    本業務の円滑な遂行を図るため、当初及び業務の節目において打合せ協議を行う。なお、

回数は、当初１回、中間５回、最終成果納入時１回の計７回とする。 

（７）報告書取りまとめ 

  業務の結果として、適切かつ明瞭に報告書として取りまとめる。報告書の内容や調査に

使用した写真等各種の原データは、外部記録媒体に登録し、提出するものとする。 

（成果品） 

第６条 本業務の成果品は、次のとおりとする。 

（１）報告書（書面） ２部 

（２）報告書原稿データファイル 

   （Microsoft Office 2007形式を基本とする）  

一式 

（３）打合せ協議録等業務報告書 一式 

（４）業務に係る収集データ等のデータファイル 一式 

（５）その他、発注者が指示するもの 一式 

（提出書類） 

第７条 本業務の着手及び完了に当たって、発注者の契約約款に定めるもののほか、次の書類を

提出しなければならない。 

(１)着手届    (２)管理技術者届  (３)職務分担表   (４)工程表 

(５)業務計画書  (６)完了届      (７)納品書     (８)請求書 

なお、承認された事項を変更しようとするときは、その都度、調査職員の承認を受けなけれ

ばならない。 

 （打合せ） 

第８条 受注者は、常に調査職員と緊密な連絡を取り、適宜、十分な打合せを行うとともに、作

業の途中において中間報告を求められた時は、直ちに報告を行わなければならない。また、月

に１度、進捗状況について報告書を作成し、提出するものとする。 

会議録は必ず作成し、その都度、提出するものとする。 

 （手直し） 

第９条 受注者は、本業務が完了した後に、受注者の責に帰すべき理由による過失疎漏に起因す

る不良箇所が発見された場合、速やかに訂正、補足、その他の処置を行わなければならない。 

 （管理技術者及び技術者） 

第１０条 受注者は、管理技術者及び技術者をもって、秩序正しい業務を行わせるとともに、高

度な技術を要する部門については、相当の経験を有する技術者を配置しなければならない。 

２ 管理技術者は、次に定める資格のいずれかを有する者とする。 

（１）技術士：総合技術監理部門（「建設－都市及び地方計画」又は「道路」に限る。） 

（２）技術士：建設部門（「都市及び地方計画」又は「道路」に限る。） 

（３）ＲＣＣＭ：「都市計画及び地方計画」又は「道路」部門に限る。ただし、「登録証」の交付

を受けていること。 

３ 管理技術者は、業務の全般にわたり技術的管理を行わなければならない。 

（諸手続） 

第１１条 本業務履行のため必要な、関係官公庁その他に対する諸手続は、原則として受注者に

おいて処理しなければならない。なお、手続において費用が発生した場合は、受注者の負担と
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する。 

 

（業務の補償） 

第１２条 受注者は、本業務の遂行に当たっては、十分な注意を払わなければならない。明らか

な瑕疵により発注者に損害を与えた場合は、その損害額を補償しなければならない。 

（成果品の審査） 

第１３条 受注者は、本業務完了前に発注者の成果品審査を受けなければならない。 

２ 受注者は、成果品審査において、訂正を指示されたときは、直ちに訂正しなければならない。 

３ 本業務完了後にあっても、明らかに受注者の責に伴う業務の瑕疵が発見されたときは、受注

者は、直ちに当該業務の修正を行わなければならない。 

（業務の完了） 

第１４条 本業務は、成果品審査に合格後、本仕様書で指定された成果品一式を納品し、発注者

の検収合格を持って、完了とする。 

（不当要求行為の排除対策） 

第１５条 受注者は、「高松市発注の建設工事等の契約に係る暴力団等排除措置要綱」に基づき、

次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）暴力団等（暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団関係者（暴力団員（同法第２条

第６号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団員以外の者で、暴力団と関係を持ちながら、

その組織の威力を背景として同法第２条第１号に規定する暴力的不法行為等を行うもの若

しくは暴力団に資金等を供給すること等によりその組織の維持及び運営に協力し、若しく

は関与するものをいう。）その他不当要求行為を行う全ての者をいう。以下「暴力団等」と

いう。）から不当要求行為（不当又は違法な要求その他この契約の適正な履行を妨げる一切

の不当又は違法な行為をいう。以下「不当要求行為」という。）を受けた場合は、毅然とし

て拒否し、その旨を速やかに市に報告するとともに、所轄の警察署に届け出ること。 

（２）暴力団等から不当要求行為による被害を受けた場合は、速やかに市に報告するとともに、

所轄の警察署に被害届を提出すること。 

（３）受注者の下請業者が暴力団等から不当要求行為を受け、又は不当要求行為による被害を

受けた場合は、受注者に報告するよう下請業者を指導すること。また、下請業者から報告

を受けたときは、発注者に報告するとともに、所轄の警察署に届け出ること。 

（労働関係法規の順守及び適正な労働条件の確保） 

第１６条 労働関係法規を遵守及び適正な労働条件の確保に関しては、次によること。なお、（５）

以外は法定事項である。 

(１) 所定労働時間については、労働基準法に基づき、工事の施工や業務の実施に当たっては、

就労の実態を踏まえ、完全週休２日制の導入や１日の労働時間を縮減する等、法定労働時間

の週４０時間（特例措置の適用を受ける事業にあっては、週４４時間）を遵守すること。ま

た、時間外、休日及び深夜（午後１０時から翌日の午前５時まで）に、労働させた場合にお

いては、同法に定める率の割増賃金を支払うこと。 

(２) 雇入れの日から起算して６か月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した労働者に対

して、最低１０日の年次有給休暇を付与すること。いわゆるパートタイム労働者についても、
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所定労働日数に応じて年次有給休暇を付与すること。 

(３) 労働者の雇入れに当たっては、賃金、労働時間その他の労働条件を明示した書面を交付

すること。 

(４) 賃金は毎月１回以上、一定の期日にその全額を直接、労働者に支払うこと。支払の遅延

等の事態が起こらないよう十分配慮すること。 

(５) 本業務の設計は、国土交通省の設計業務委託等技術者単価等に基づく香川県の単価表等

により、積算しているので、この点に十分留意し、労働者の適切な賃金の支払いについて配

慮すること。また、下請契約を締結する場合は、下請等労働者に対しても適切な賃金が支払

われるよう元請業者として配慮すること。 

(６) 労働保険はもとより、労働者の福祉の増進のため健康保険及び厚生年金保険は法令に従

い加入すること。なお、健康保険及び厚生年金保険の適用を受けない労働者に対しても、国

民健康保険及び国民年金に加入するよう指導すること。 

(７) (１)から(６)までに定めるもののほか、労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規

を遵守すること。 

 （費用の負担） 

第１７条 本業務の実施に伴い必要となる費用は、原則として、受注者の負担とする。 

 （法令等の遵守） 

第１８条 受注者は、本業務の履行に当たり、関連する法令等を遵守しなければならない。 

 （中立性の堅持） 

第１９条 受注者は、常にコンサルタントとしての中立性を堅持しなければならない。 

 （業務の委任） 

第２０条 本業務の全部を一括して、又は主たる部分を第三者に委任し、若しくは請け負わせる

ことはできない。なお、「主たる部分」とは、第５条に示すものである。 

 （損害賠償） 

第２１条 受注者は、本業務実施において諸事故が発生したときは、発注者に発生原因、経過及

び被害の内容を速やかに報告するものとする。また、受注者は当該事故について一切の責任を

負い、損害賠償等の請求があった場合は、一切を受注者の責任において処理するものとする。 

 （参考資料の貸与） 

第２２条 発注者は、本業務の遂行に必要な関係資料等を、所定の手続によって貸与する。受注

者は、その取扱い及び保管を慎重に行い、業務上必要であっても発注者の承諾なく複製又は貸

与してはならない。 

また、本業務完了後、貸与された資料は、速やかに発注者へ返納するものとし、破損及び減

失、盗難等のないよう慎重に取り扱わなければならない。 

（参考文献等の明記） 

第２３条 文献その他の資料を引用した場合は、その文献名又は資料名等を明記するものとする。 

（市の内部公益通報制度） 

第２４条 売買、貸借、請負その他の契約を市との間で締結し専ら当該契約に係る業務、事務等

の履行中において、法令等に違反する事実が生じ、又は生じるおそれがあると思料するときは、

市の内部公益通報制度により通報することができます（同制度における通報方法：電子メール

又は書面を高松市公正職務審査会に提出（原則として提出者の氏名を明らかにする必要があり
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ます。）⇒メールアドレス：naibu.tuho.shinsakai@dune.ocn.ne.jp 書面提出の場合の宛先：

総務局コンプライアンス推進課内高松市公正職務審査会）。 

※ 市の内部公益通報制度について定めた「高松市職員の倫理及び公正な職務の執行の確保に

関する条例」と同条例の施行規則（いずれも総務局コンプライアンス推進課所管）は、契約

監理課ホームページに掲載しています。 

 （「業務に関し不正又は不誠実な行為」に該当する行為を例示する告示の公表） 

第２５条 平成２４年６月１日から、高松市指名停止等措置要綱の別表の措置要件第２６号にあ

る「業務に関し不正又は不誠実な行為」について、これに該当する行為を例示する告示を下記

のとおり定め公表しています。御留意ください。 

高松市指名停止等措置要綱別表第２６号を適用し指名停止をする場合の運用基準(抄) 

１ 要綱別表第２６号の「不正又は不誠実な行為」とは、中央公共工事契約制度運用連絡協議

会による「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領中央公共工事契約制度運用連絡協議会

モデルの運用申合せ」の例によるもののほか、有資格業者である個人又は有資格業者の役員

若しくは使用人の、その業務に関する次に掲げる行為その他の著しく信頼関係を損なう行為

をいう。 

（１）予定価格、最低制限価格等の秘密情報の提供を要求する行為等入札の公正を害すべき

行為 

（２）入札に参加するに際し担当職員の指示に従わない等入札の秩序を乱す行為 

（３）監督又は検査の実施に当たり市職員の職務執行を妨げる行為 

（４）市職員に対する脅迫的な言動又は暴力的な行為 

（５）執拗な抗議等を行い、市職員の執務を妨害する行為 

（６）暴力団等から不当要求行為を受けた場合の報告義務違反 

（７）市職員による経理上の不正又は不当な行為への関与 

（著作権について） 

第２６条 本業務で作成した資料の著作権は、全て発注者に帰属するものとする。「翻案件」及び

「二次的著作物の利用許諾権」について明記すること。 

（疑義の解釈） 

第２７条 本仕様書に定める事項について疑義を生じた場合、又は本仕様書に定めのない事項に

ついては、発注者と受注者で協議の上、これを定める。 

（個人情報の保護） 

第２８条 受注者は、この契約による事務を処理するため個人情報を取り扱う場合は、別記「個

人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 
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個人情報取扱特記事項  

 

（基本的事項）  

第１条  受注者は、この契約による業務を処理するに当たって取り扱うことと

なる個人情報（以下「個人情報」という。）については、個人情報の保護に関

する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）及び高松市（以下

「発注者」という。）の定める高松市個人情報の保護に関する法律施行条例

（令和４年高松市条例第３７号）その他関係法令並びに高松市情報セキュリ

ティポリシ－及び本個人情報取扱特記事項（以下「本特記事項」という。）を

遵守し、適正に取り扱わなければならない。  

 （責任体制の整備）  

第２条  受注者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構

築し、その体制を維持しなければならない。  

 （作業責任者等の届出等）  

第３条  受注者は、個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を定

め、書面により発注者に届け出なければならない。  

２  受注者は、作業責任者又は作業従事者を変更する場合は、事前に書面によ

り発注者に届け出なければならない。  

３  作業責任者は、本特記事項に定める事項を適切に実施するよう作業従事者

を監督しなければならない。  

４  作業従事者は、作業責任者の指示に従い、本特記事項に定める事項を遵守

しなければならない。  

 （作業場所の特定等）  

第４条  受注者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定

め、この契約による業務の着手前に書面により発注者に届け出なければなら

ない。  

２  受注者は、作業場所を変更する場合は、事前に書面により発注者に届け出

なければならない。  

３  受注者は、発注者の事務所内に作業場所を設置する場合は、作業責任者

及び作業従事者に受注者が発行する身分証明書を常時携帯させ、事業者名

別記  
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及び氏名が分かるようにしなければならない。  

 （教育及び研修の実施）  

第５条  受注者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、

本特記事項における作業責任者及び作業従事者が遵守すべき事項その他この

契約による業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、作業責任者及び作業

従事者に対して実施しなければならない。  

２  受注者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、

実施体制を確立しなければならない。  

 （秘密の保持）  

第６条  受注者は、この契約による業務を処理する上で、直接又は間接に知り

得た個人情報を第三者に漏らし、又は不当な目的に使用してはならない。こ

の契約が終了し、又は契約解除された後も同様とする。  

２  前項について、受注者は、在職中及び退職後においても同様であることを

作業責任者及び作業従事者に周知しなければならない。  

（個人情報の受領）  

第７条  受注者は、発注者から個人情報を受領する場合は、発注者が指定した

手段、日時及び場所で行うものとし、発注者に個人情報の預り証を提出しな

ければならない。  

 （再委託）  

第８条  受注者は、個人情報を自ら取り扱うものとし、個人情報を取り扱う業

務の全部又は一部を第三者（委託先の子会社（会社法（平成１７年法律第８

６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）を含む。）へ委託（以

下「再委託」という。）してはならない。ただし、次項の発注者の承認を得た

場合は、この限りでない。  

２  受注者は、やむを得ない理由により、この契約による業務の一部を再委託

する必要がある場合は、再委託先の名称、再委託する理由、再委託して処理

する内容、再委託先において取り扱う個人情報、再委託先における安全性及

び信頼性を確保する対策並びに個人情報の取扱い状況についての再委託先に

対する管理及び監督の方法を明確にした上で、再委託をする前に、書面によ

り再委託する旨を発注者に申請しなければならない。  
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３  前項の承認を得た場合においては、受注者は発注者に対して、再委託先の

全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。  

４  受注者は、第２項の承認を得て再委託する場合は、再委託先との契約にお

いて、個人情報の取扱状況についての再委託先に対する管理及び監督の方法

について具体的に定め、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させる

とともに、発注者の求めに応じて、当該管理及び監督の状況を発注者に対し

て報告しなければならない。  

５   前項に規定する場合における個人情報の取扱いについては、本特記事項の

規定を準用する。  

 （派遣労働者等の利用時の措置）  

第９条  受注者は、この契約による業務を派遣労働者、契約社員その他の正社

員以外の労働者に行わせる場合は、当該正社員以外の労働者にこの契約及び

本特記事項に基づく一切の義務を遵守させなければならない。  

２  受注者は、発注者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結

果について責任を負うものとする。  

（個人情報の管理）  

第１０条  受注者は、個人情報を保持している間は、次の各号の定めるところ

により、当該個人情報の管理を行わなければならない。  

(１ ) 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理が可能な保管室で  

厳重に個人情報を保管すること。  

(２ ) 個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の利用者、保管

場所その他の個人情報の取扱いの状況を当該台帳に記録すること。  

(３ ) 個人情報の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故（以下「個人情

報の漏えい等の事故」という。）を防ぎ、機密性、完全性及び可用性の維

持に責任を負うこと。  

(４ ) 発注者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められ  

た場所から持ち出さないこと。  

(５ ) 個人情報を電磁的記録として保管する場合は、当該個人情報が記録さ

れた媒体及びそのバックアップの保管状況並びに記録された情報の正確性

について、定期的に点検すること。  



                      

 

 - 10 - 

(６ ) 個人情報を電磁的記録として持ち出す場合は、暗号化処理又はこれ

と同等以上の保護措置を施すこと。  

(７ ) 発注者の指示又は承諾がある場合を除き、個人情報が記録された資  

料を複写し、又は複製しないこと。  

(８ ) 作業場所の変更等に伴い、個人情報を移送する場合は、移送時の体

制を明確にすること。  

(９ ) 作業場所に、私用電子計算組織、私用外部記録媒体その他の私用物

を持ち込んで、個人情報を取り扱う作業を行わせないこと。  

(１０ ) 個人情報を取り扱う電子計算組織に、個人情報の漏えい等の事

故の発生につながるおそれがあるアプリケーションをインストールし

ないこと。  

（収集の制限）  

第１１条  受注者は、この契約による業務を処理するために個人情報を収集

する場合は、その目的を明確にし、当該業務を処理するために必要な範囲

内で、適法かつ公正な方法により収集しなければならない。  

２  受注者は、前項の規定により個人情報を収集する場合は、本人から直接

収集するものとする。ただし、本人の同意を得た場合又は発注者の承諾が

ある場合は、この限りでない。  

  （個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止）  

第１２条  受注者は、発注者の指示又は承諾がある場合を除き、個人情報を

この契約による業務の処理以外の目的で利用し、又は第三者に提供しては

ならない。  

 （個人情報の返還又は廃棄）  

第１３条  受注者は、この契約が終了し、又は契約が解除された場合は、発

注者の指定した方法により、個人情報を返還し、消去又は廃棄しなければ

ならない。  

２  受注者は、個人情報の消去又は廃棄に際し発注者から立会いを求められた

場合は、これに応じなければならない。  

３  受注者は、第１項の規定により個人情報を廃棄する場合は、当該情報が記

録された電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能と
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するのに必要な措置を講じなければならない。  

４  受注者は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日

時、担当者名及び消去又は廃棄の内容を記録し、書面により発注者に対して

報告しなければならない。  

 （定期報告及び緊急時報告）  

第１４条  受注者は、発注者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求

められた場合は、直ちに報告しなければならない。  

２  受注者は、個人情報の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時における

報告の手順を定めなければならない。   

（監査及び実地検査）  

第１５条  発注者は、個人情報の取扱いについて、この契約の規定に基づき必

要な措置が講じられているかどうかの検証及び確認をするため、受注者及び

再委託先に対して、監査又は実地検査（以下「監査等」という。）を行うこと

ができる。  

２  受注者は、発注者が前項の目的を達するため、受注者に対して必要な情報

を求め、又は本委託業務の処理に関して必要な指示を行った場合は、これに

応じなければならない。  

３  発注者は、監査等の結果、個人情報の不適切な取扱いがあった場合は、受

注者に対して改善を要請できるものとする。   

（事故発生時等の対応）  

第１６条  受注者は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生し、

又は発生するおそれがあることを知ったときは、その事故の発生に係る帰責

の有無に関わらず、直ちに発注者に対して、当該事故に関わる個人情報の内

容、件数、事故の発生場所、発生状況その他必要な事項を書面により報告し、

発注者の指示に従わなければならない。この契約が終了し、又は解除された

後も、同様とする。  

２  受注者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、発注者その

他の関係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧及び再発防止の措置

を迅速かつ適切に実施するために、緊急時対応計画を定めなければならない。 

３  発注者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当
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該個人情報の漏えい等の事故に関する情報を公表することがある。この場合

において、受注者は、発注者が受注者から報告を受けた内容を公表すること

に同意するものとする。  

 （契約解除）  

第１７条  発注者は、受注者が本特記事項に定める義務を履行しない場合は、

この契約の全部又は一部を解除することができる。  

２  受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合において、

発注者に対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。  

（損害賠償）  

第１８条  受注者の故意又は過失によるものか否かを問わず、受注者が本特記

事項の内容に違反し、又は本特記事項に定める義務の履行を怠ったことによ

り、発注者又は第三者に損害を与えたときは、受注者は、発注者に対して、

その損害を賠償しなければならない。  
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（第３条関係）                      年   月   日  

     

（宛先）高松市長  

 

受注者   住   所  

                    事業者名  

                    代表者名         印   

                    電話番号  

 

個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者に関する届  

（新規／変更（    年  月  日））  

 

に係る作業責任者及び作業従事者について、次の

とおり届けます。  

 

１  作業責任者  

所属部署  役   職  氏  名（変更前）  

   

 

２  作業従事者  名  

所属部署  役   職  氏  名（変更前）  

   

   

   

   

   

   

※  変更の届出の際は、氏名欄に（）を追加し変更前の作業責任者等の氏名を記
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載してください。  

 

（第４条関係）                    年   月   日  

 

（宛先）高松市長  

 

受注者   住   所  

                    事業者名  

                    代表者名         印  

                    電話番号  

 

個人情報を取扱う場所に関する届  

（新規／変更（    年  月  日））  

 

に係る作業場所について、次のとおり届けます。  

 

所在地番・建物の名称等（変更前）  作業の内容（変更前）  
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※  変更の届出の際は、（）を追加し変更前の状況をそれぞれ記載してください。  

 

 

（第７条関係）                   年   月   日  

 

（宛先）高松市長  

 

受注者   住   所  

                    事業者名  

                    代表者名         印  

                    電話番号  

 

個人情報預り証  

 

             に係る個人情報を次のとおり受領いたします。  

 

 

個人情報の内容  

※媒体名・数量・資料

名・情報の詳細等  
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（第８条関係）                    年   月   日  

 

（宛先）高松市長  

 

受注者   住   所  

                    事業者名  

                    代表者名         印  

                    電話番号  

 

再委託承認申請書  

 

             に係る業務の一部を他の事業者へ委託したいので、

次のとおり申請します。  

 

委託先住所及び名称等  

【住所】  

【事業者名】  

【代表者名】  

委託する理由  
 

委託して処理する内容  

 

委託先が取り扱う個人情報  

 

委 託 先 に お け る 安 全 性 及 び  
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信 頼 性 を 確 保 す る 対 策 並 び

に 委 託 先 に 対 す る 管 理 及 び

監督の方法  

 

（第１３条関係）                   年   月   日  

 

（宛先）高松市長  

 

受注者   住   所  

                    事業者名  

                    代表者名         印  

                    電話番号  

 

個人情報の消去又は廃棄の完了報告書（消去／廃棄）  

 

             に係る個人情報の消去又は廃棄を完了しましたの

で、次のとおり報告します。  

 

消去又は廃棄の内容  

【対象の個人情報】  

 

 

【方法】  

消 去 又 は 廃 棄 を 行 っ

た日時  
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作業担当者名  

 

 

 

 

 

（第１６条関係）                   年   月   日  

 

（宛先）高松市長  

 

受注者   住   所  

                    事業者名  

                    代表者名          

                    電話番号  

 

事故報告書  

 

             について、個人情報の漏えい等の事故が（発生し

ました／発生するおそれがあります）ので、次のとおり報告します。  

 

発生日時  年   月   日   時   分  

発生場所  
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発生状況  

 

対 象 個 人 情 報 の 内

容及び件数  

 

 


